
- 1 - 

  

「 基金脱退の自由とは 」 
 
 長野県の建設会社が厚生年金基金の財政悪化を理由に厚生年金基金からの脱退を求めて争った訴訟で、長野地裁

は「やむを得ない事由がある場合には、基金の代議員会の議決や承認は不要」と加入企業の脱退を認める判決を 8 月

24日に出しました。事の経緯は、昨年、従業員１人当たり約200万円が見込まれた特別掛金を支払って脱退しようとした

２つの事業所の脱退を厚生年金基金の代議員会で認めなかったために、一方の会社が訴訟を起こしたのですが、原告

側は脱退の自由は事業所の基本的権利で、脱退を制限することは公序良俗に反すると主張、一方、被告側の厚生年金

基金は、基金は公的な性格を持つ組織であり、基金の安定運営には加入する事業所の確保が不可欠だとし、事業所の

脱退に対して一定の制限を課すことは基金の性格上当然と反論していました。今までも厚生年金基金の脱退を巡る訴訟

はありましたが、和解に落ち着いていることもあり、裁判所が判決を下したという点では今回が初めてのケースであるた

め、注目されています。 

報道では、「脱退の自由」が認められたことで、財政難の厚年基金から加入企業が離脱する動きが加速しそうだとあり

ましたが、この基金が特殊な状況にあったことを忘れてはなりません。当該基金は、元事務長が約 23 億円も横領して行

方不明になっていることから財政状況が悪化しており、その運営体制に失望したことが訴訟の発端になっているのですが、

この判決では、このようなやむを得ない理由があることで脱退を認めており、一方で脱退に一定の制限をすることには合

理性があるとしています。つまり、どこの基金でも通用するとはしていません。それに、地裁判決なので、今後高裁以降で

くつがえされる可能性があります。基金の事業所脱退については個別判断で考えていく必要があるのではと思います。と

はいえ、ＡＩＪ投資顧問による年金資産消失事件を機に、多くの基金で深刻な赤字が表面化している状況もあり、脱退を

求める企業は増えていく可能性があります。その意味でも、今回の長野地裁の判決は、基金脱退の動きに影響を与えそ

うです。企業は基金から任意脱退するにあたって、多額の特別掛金を支払う必要があるため、資金力のある企業のみで

任意脱退が進むことになります。 

当該企業としては、時が経過すればするほど、追加負担が膨らむ恐れがあり、多額のお金を支払っても脱退したいと

いう考えに至ってしまうのでしょう。しかし、その結果、特別掛金を支払えない企業ばかりが残ってしまい、更に基金の財

政状況が悪化し、掛金引き上げにつながって、その掛金を支払えないかもしれません。それなら、むしろ解散を目指した

ほうが公平なのでしょう。 

 なお、脱退時の特別掛金は代行部分だけでなく上乗せ部分も含めて、積立不足の自社分を負担することになりますの

で、何社か資金力のある会社が脱退すれば、代行割れとなっていても、その財政状況をある程度改善できる可能性があ

ります。当分の間、代行部分に相当する最低責任準備金を確保できれば企業の追加負担なくして厚生年金基金の解散

は可能ですし、年金財政を改善させることで存続の途も開けてくるのではないでしょうか。脱退を拒むよりも前向きの脱退

を認めていくことを厚生年金基金は検討してみる価値があるかもしれません。 
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